
様式２

１ 団体の概要

２ 行政施策との関係
(１)団体活動に関係する行政施策の目的

(２)上記を代替・補完する団体活動の概要

点検評価表（県出資25％未満の財団法人等）

（令和5年4月1日現在）
団　　体　　名 公益財団法人するが企画観光局
所　　在　　地 静岡市葵区日出町1番地の2 設立年月日 平成7年9月28日
代　　表　　者 理事長　　田辺　信宏 県 所 管 課 スポーツ文化・観光部観光政策課

設立に係る根拠法令等 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律
一般社団法人及び一般財団法人に関する法律

団体ホームページ https://www.visit-shizuoka.com

出資者 出資額（千円） 比率（％） 役職員の状況（人）

静岡市 210,000 40.2  常勤役員 1  常勤職員 11 
民間企業34社 198,500 38.0  うち県OB     -  うち県OB     - 
静岡県 100,000 19.2  うち県派遣     -  うち県派遣     - 
行政（焼津市・藤枝市・島田市） 13,500 2.6  非常勤役員 22  非常勤職員 16 

役員 計 23 職員 計 27 
基本財産（資本金） 計 522,000 100.0 

設立目的 （定款）

静岡県中部・志太榛原地域の文化的、社会的、経済的特性等を活用し、観光関連産
業の振興と交流人口拡大による地域経済の活性化を促進するとともに、国際的な相互理
解の増進、文化の向上及び豊かな人間性に根差した社会の創造に寄与することを目的と
する。

静岡県観光基本計画に位置づけられている、『しずおかの魅力で幸せと感動を呼ぶ観光サービスの創出』、『将来にわた
る経済発展に向けた来訪者の受入体制の強化』、『訪れる人と迎える地域の満足度を高める観光ＤＸの推進』の３つ
の基本方針を推進し、旅行消費額を増大する事を目的とする。

静岡県中部・志太榛原地域をディスティネーションとしてブランディングし、観光客来訪促進及びMICE誘致・支援の実
施をしている。



３ これまでの改革の取組

令和2年度

事業実施においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を大きく受けており、アプロー
チの変更や収束後の新たな事業施策を打ち出し、当地の観光事業、経済活動の回復に向け、
関係機関・事業者と連携し活動を開始している。
・DMO事業：「stay home with TEA」と題して自宅で楽しむお茶の紹介の配信、また学びの
体験事業については、子供が地域の体験を自宅で受けられるサービスを企画した。
・MICE事業：MICE開催は全て中止であるため、地域事業者からの情報収集及び関係団体
との情報交換を図り、事業方針を決定していく。
・着地型観光事業：静岡駅北口地下道ショーケースを利用し、テイクアウト店を積極的に紹介
し経済活性化に繋げた。

令和3年度

・DMO事業：５市２町（静岡市、島田市、焼津市、藤枝市、牧之原市、吉田町、川根本
町）における「観光シンクタンク」と「地域のつなぎ役・まとめ役」機能を果たすため、新たに調査戦
略室を設置し、中部地域への「来訪者調査」、観光関連事業所の受入環境や経営方針に関
する「事態調査」、コロナ禍の景況感や経営状況を測る「景況調査」を実施し、地域の現況の把
握に努めた。
また、ウイズコロナ・アフターコロナを見据え、SNS等を活用したテーマ性のある地域ブランディング
活動の実施や、Learn、Tea、Sea事業のさらなるコンテンツ開発、磨き上げを実施した。
・MICE事業:国内外の商談会の多くが中止となる中、オンライン開催されたバーチャル商談会に
積極的に参加し、継続的な情報交換・情報収集に努めた。また、MICE専用多言語WEBサイ
トの改善や紙媒体（割引クーポン券・マップ等）のWEB化等、デジタルツールの強化を行った。
・静岡市観光振興事業：中部横断自動車道の開通を好機と捉え、長野・山梨エリアからの誘
客促進のため、観光展への出展及びマスメディアを活用した情報発信等を積極的に行った。ま
た、昨年度から継続して、音声ガイドによる非接触型観光の普及推進を実施した。

令和4年度

・DMO事業：来訪者調査は、調査方法を「WEB回答への一本化」「調査期間の通年化」へと
改善、また、調査スポットの追加による調査体制の強化を行い、四半期ごとにHPで公表した。
デスティネーションマーケティング事業は、専門人材とともにフォロワーの分析等現状把握を行い、
年度の運用方針を整理・策定した。また「旅先候補に挙がる環境づくり」のため、WEBマガジンへ
の記事掲載や商品企画・開発の磨き上げを行った。
Learn、Tea、Sea事業は「MANAVIVA！」の新規プログラム開発、ティーテラスの新規設置や
「勝魚かつ」の合格祈願キャンペーン実施など継続的に事業に取り組んだ。
・MICE事業：観光庁「コンベンションビューロー支援事業」の支援対象都市に選定され、国際
会議誘致のための研修の受講やタグラインの作成行うとともに、誘致セールス用デジタルパンフレッ
トを作成するなど誘致体制を強化した。
・静岡市観光振興事業：集客が期待できる長野県・山梨県エリアにおいて、交流都市等で開
催される観光展への出展や、新聞等マスメディアを活用した宣伝活動の実施、また大型客船寄
港時における観光案内、通訳ボランティアの配置など来訪者の受入体制も整備・強化した。

令和5年度
（6月時点）

・DMO事業：調査分析・戦略策定事業については、当地域における観光の実情を的確に把握
するため、既存調査の収集・分析や当地域の来訪者・観光関連事業者を対象とした独自の調
査に取り組み適宜HP等で公表する。また、これら調査結果をはじめ、観光関連の統計等の主な
データを集約・分析した「するが観光レポート」を作成・公表していく。デスティネーションマーケティン
グ事業については、地域の課題である認知度向上に向けて、一貫したテーマに基づいた情報提
供、SNS運用による関心の喚起やパブリシティの獲得による露出の増加を通じて観光目的地とし
ての観光需要づくりに向けて取り組む。
Learn、Tea、Sea事業については、令和4年度に引き続き、コンテンツの開発、磨き上げを行
い、参画事業者の拡大及び周遊促進を図る。
・MICE事業：コロナウイルス感染症の収束により、リアル開催の増加が期待されるが、改めてリア
ルで開催する価値も問われている中、まずは市場動向の分析や競合都市の動向把握を行い、
戦略的なMICE誘致に取り組む。
・静岡市観光振興事業：NHK大河ドラマ「どうする家康」を活用した観光需要の創出と、当地
を訪れた観光客の満足度を高め、リピーターに繋げるよう、観光事業者を対象としたセミナーを実
施するなど、おもてなし体制の強化を行う。



４ 実施事業 （ 単位：千円 ／ R4以前は決算額、R5は予算額 ）

事 業 名 公益目的事業 事業区分 市町補助事業
R2 R3 R4 R5

336,779 276,198 249,956 260,217 

事業概要

・DMO事業・・ブランドコンセプトの構築、企画立案及び調査分析、圏域内観光事業者等との共同事
業展開
・MICE事業・・・MICEの誘致及び開催支援、インセンティブ旅行など各種MICE誘致事業の実施
・静岡市観光振興事業・・・観光宣伝、観光客誘致、観光客受入、イベント支援事業

実 績 等

（主な事業実績）
・DMO事業：中部地域への「来訪者調査」、観光関連事業所の受入環境や経営方針に関する「実
態調査」、コロナ禍の景況感や経営状況を測る「景況調査」を実施し、継続的な地域の現況の把握に
努めた。また、当地の認知度向上に向け、一貫したコンセプトに基づいた情報提供、SNS運用による関
心の喚起等観光目的地としてのマーケティング活動を推進した。
・MICE事業：オンライン開催されたバーチャル商談会へ積極的に参加し、継続的な情報交換・収集に
努めた。また、国際会議誘致セールスのためのデジタルパンフレットを作成し、誘致体制の強化を行った。
・静岡市観光振興事業：長野・山梨エリアからの誘客促進を行った。また、音声ガイドによる非接触型
観光の推進も継続実施及び観光案内所等での来訪者へのおもてなし体制強化のための研修会等を
実施した。

事 業 名 収益事業 事業区分 自主事業
R2 R3 R4 R5

13,018 13,959 13,779 18,250 

事業概要
・登呂駐車場及び駿府城跡観光バス駐車場の管理・運営
・静岡駅前地下道ショーケース貸付
・観光施設等での土産品等販売事業

実 績 等
令和２年度事業活動収入：20,278,574円
令和３年度事業活動収入：24,663,607円
令和４年度事業活動収入：25,747,228円

事 業 名 業務管理・その他 事業区分 市町補助事業
R2 R3 R4 R5

38,022 38,113 33,761 36,948 

事業概要

（目的）財団の目的を達成するため、事務所の維持及び職員の管理を行う
（実施内容）
・理事会・評議員会の開催
・静岡・清水事務所の賃借等維持管理
・職員の雇用及び福利厚生

実 績 等

〈役員等の就任状況〉　評議員16名、理事20名（内1名常勤理事）、監事3名
〈職員数〉27名（うち正職員11名）
円滑な事業運営及び組織の継続的な成長を担う正規職員を、公募により2名採用した。また、新たに
構築した人事評価制度の実施にあたり、職員への制度説明及び評価者研修等を行った。

1

事 業 費 

2

事 業 費 

3

事 業 費 



５ 点検評価（県所管課記載）

① 県の出資の必要性が、現在の社
会経済環境において認められるか

R2決算 R3決算 R4予算 R5予算
 県支出額（千円）

R2.4.1 R3.4.1 R4.4.1 R5.4.1
 県派遣職員（人）

６ 経営上の課題・改善に向けた取組の方向性

点検項目 県所管課意見
県では、「世界の人々との交流の拡大」を図り、県内旅行消費額の増額や宿泊客数
の増加を目標としている。
中部・志太榛原地域への誘客促進やMICE誘致・支援を行う(公財)するが企画観
光局の取組は、当該地域の交流人口の増加や経済の活性化に寄与していると考え
られ、出資の必要性が認められる。

該当なし

該当なし

② 県からの補助金、委託金等の支
出について、必要性、有効性が
認められるか

③ 県からの職員派遣について、必要
性、有効性が認められるか

＜課題＞
・補助金等への依存による収益化意識の弱さ
・収益化意識と手法をもったプロフェッショナル人材の不足
・低金利に伴う、財産運用益の減少

＜改善に向けた取組＞
・既存業務の棚卸と精査による、必要経費の見直し
・行政からの委託も含めた、公益性のともなう収益モデルの構築
・有識者（関係理事）の意見を取り入れた、財産運用方針の見直し及び検討
・人事評価制度によるプロパー職員の能力の見える化と、プロフェッショナル人材の育成・採用方法の検討


